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平
成
22
年
度
は
８
億
円

の
黒
字
決
算

　

平
成
22
年
度
の
決
算
額
は
、

歳
入
で
３
２
０
億
２
７
３
４
万

円
、
歳
出
で
３
１
０
億
５
２
９

０
万
円
、
差
し
引
き
９
億
７
４

４
４
万
円
で
し
た
。
こ
れ
か
ら

翌
年
度
へ
繰
り
越
し
た
事
業
に

充
て
る
財
源
１
億
３
８
４
５
万

円
を
差
し
引
く
と
、
実
質
収
支

で
８
億
３
５
９
９
万
円
の
黒
字

決
算
と
な
り
ま
し
た
。

歳
入
額
は
９
・
９
％
増
の

３
２
０
億
円

　

歳
入
総
額
は
、
前
年
度
に
比

べ
て
９
・
９
％
増
え
て
３
２
０

億
２
７
３
４
万
円
に
な
り
ま
し

た
。
歳
入
の
内
訳
を
み
る
と
、

皆
さ
ん
が
納
め
た
市
税
は
、
歳

入
全
体
の
19
・
０
％
に
あ
た
る

60
億
９
３
８
５
万
円
で
、
景
気

の
低
迷
や
固
定
資
産
税
率
の
統

一
に
よ
り
前
年
度
に
比
べ
３
億

３
１
３
２
万
円
の
減
少
と
な
り

ま
し
た
。

　

ま
た
、
国
か
ら
の
地
方
交
付

税
は
、
歳
入
全
体
の
30
・
３
％

に
あ
た
る
97
億
１
３
０
０
万
円

で
、
雇
用
対
策
・
地
域
資
源
活

用
臨
時
特
例
費
の
創
設
や
市
税

の
減
収
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
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よ
り
５
億
４
９
５
１
万
円
の
増

加
と
な
り
ま
し
た
。

　

市
債
は
、
前
年
度
よ
り
24
億

３
２
２
２
万
円
多
い
45
億
１
２

３
１
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
れ
は
主
に
国
営
筑
後
川
下
流

土
地
改
良
事
業
負
担
金
の
繰
上

一
括
償
還
財
源
と
し
て
の
借
入

と
臨
時
財
政
対
策
債
の
増
額
に

よ
る
も
の
で
す
。

歳
出
額
は
10
・
６
％
増
の

３
１
１
億
円

　

歳
出
総
額
は
、
前
年
度
に
比

べ
10
・
６
％
増
の
３
１
０
億
５

２
９
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
出
を
目
的
別
に
み
る
と
、

農
林
水
産
業
費
が
前
年
度
に
比

べ
約
14
億
４
５
８
８
万
円
の
大

幅
な
増
加
と
な
り
ま
し
た
。
こ

れ
は
将
来
的
な
財
政
負
担
を
考

慮
し
て
、
国
営
筑
後
川
下
流
土

地
改
良
事
業
負
担
金
全
額
を
繰

上
償
還
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の

で
す
。

　

ま
た
、
教
育
費
に
つ
い
て
も
、

６
億
７
６
９
１
万
円
の
大
幅
な

増
加
と
な
り
ま
し
た
が
、
こ
れ

は
、
前
年
度
か
ら
の
繰
越
事
業

と
し
て
小
中
学
校
の
校
舎
な
ど

の
耐
震
補
強
事
業
や
柳
河
・
城

内
小
学
校
の
施
設
整
備
事
業
を

行
っ
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

民生費
97億9786万円
（31.6％）

土木費
36億5365万円
 （11.8％）

教育費
29億2278万円
（9.4％）

総務費
36億1412万円
（11.6％）

公債費
38億623万円
（12.3％）

　衛生費
17億1848万円

　　　（5.5％）

農林水産業費
37億4123万円
　　（12.0％）

310億5290万円

歳出歳出

その他
17億9855万円

　　　（5.8％）

※��四捨五入の関
係で合計が一
致しない場合
があります。

個人市民税
22億3603万円
（36.7％）

法人市民税
3億3107万円
（5.5％）

市たばこ税
3億8516万円
（6.3％）

軽自動車税 
1億6435万円（2.7％）

入湯税 786万円（0.1％）
都市計画税 4万円（0.0％）

固定資産税
29億6935万円
（48.7％）

市民税
25億6710万円
（42.2％）

※�市税は市が独自に確保できる財源で、歳入全体
の 19.0％を占めています。市税は前年度と比
べ3億 3132万円（5.2％）減少しています。

市税 60億 9385万円の内訳

その他（4.6％）
14億1307万円

災害復旧事業費
6429万円（0.2％）

46億4904万円
38億871万円

扶助費
（20.3％）

人件費
（15.0％）

公債費
（12.3％）

補助費等
（12.0％）

繰出金
（9.5％）

物件費
（9.2％）

普通建設
事業費

28億6057万円

29億4222万円

37億4032万円

52億4992万円
63億1977万円

（16.9％）

その他の経費
（35.3％）

義務的経費
（47.6％）

投資的経費
（17.1％）

【その他の内訳】
積立金　8億2977万円
投資・出資・貸付金　
　　　　4億4772万円
維持補修費
　　　　1億3558万円　

歳出を性質別にすると

※�性質別の分析は、一般会計310億5290万
円から、広域連合派遣職員人件費751万円を
差し引き、住宅新築資金等特別会計250万円
の合計額310億4790万円で行っています。

【その他①内訳】
繰越金
諸収入　　　　　  
分担金及び負担金  

使用料及び手数料
  
繰入金
財産収入
寄付金　

10億8332万円
7億5947万円

4億3258万円

3億4845万円
1億2767万円

6932万円
434万円

21億9703万円

28億万円2515万円

市税
60億9385万円
（19.0％）

その他①
（8.8％）

地方交付税
97億1300万円
（30.3％）

国庫支出金
54億5715万円
（17.1％）

市債
45億1231万円
（14.1％）

県支出金
（6.9％）

      231億1083万円  (7
2.2

%)

320億2734万円

歳入歳入

自主

財
源
　

  依存財源

89億1900万

円
（
27.8％

)

その他②　12億2884万円
（3.8％）

【その他②内訳】
地方消費税交付金
地方譲与税
地方特例交付金
自動車取得税交付金
利子割交付金
交通安全対策特別交付金

配当割交付金
株式等譲渡所得割交付金

6 億 4592 万円
3 億 2533 万円
1 億 1718 万円

8864 万円
2384 万円

1528 万円
943 万円
322 万円

【その他内訳】
消防費
商工費
議会費
災害復旧費 
労働費

7 億 8374 万円
6 億 530 万円

2 億 4804 万円
9608 万円
6538 万円

市税………………

地方交付税………

国庫支出金………

市債………………

県支出金…………

市に納められる税金。「市民税」や、
土地・建物にかかる「固定資産税」、

「市たばこ税」など
市町村の財源の均衡化を目的に国
から交付されたお金
市が行う特定の事業に対して、国
から交付されたお金
市が行う公共事業などの財源とし
て国などから借りたお金
県から市に支払われる使い道が特
定されたお金

民生費…………

公債費…………
農林水産業費…

土木費…………
総務費…………
教育費…………

衛生費…………

高齢者や障害者、児童の福祉推
進などに使われたお金
市の借金の返済に使われたお金
農業、林業、水産業に使われた
お金
公共事業などに使われるお金
職員の給与などに使われるお金
小中学校での教育や施設維持の
お金
ごみ、し尿処理や健康増進事業
などに使われたお金

民生費

公債費

農林
水産業費

土木費
総務費

教育費

衛生費

その他

その他
市民税
固定資産税

市税

歳出 13 万 6320 円

5 万 2957 円

5 万 2053 円

5 万 834 円

5 万 284 円

4 万 665 円

2 万 3910 円

2 万 5023 円 4 万 1313 円

3 万 5717 円

7755 円

平成22年度
柳川市一般会計決算のあらまし

【歳入の用語説明】

 決算報告

※�平成 23 年 3月 31
日現在の人口、7万
1874人で算出

皆さんが納めた税金などがいくら入り
それがどのように使われたのか、市の台所事情を示すのが決算です。
今回は、今年9月の市議会定例会で認定を受けた
平成22年度の一般会計決算などの概況をお知らせします。

歳出・市税を市民一人当たりにすると【歳出の用語説明】



広報やながわ 2011.11.1 6広報やながわ 2011.11.17

▷生活保護費 16
億 398 万 円 ▷
後期高齢者医療

事業 10 億 5679 万円▷介護保険事業 8 億 394 万
円▷中島小学校他４
校耐震補強事業 2 億
4164 万円▷昭代中
学校他１校耐震補強
事業 2 億 1479 万円
▷城内小学校施設整
備事業 3 億 9152 万
円▷柳河小学校施設
整備事業 7035 万円

▷ 柳 川 駅 東 部 土
地区画整理事業 9
億 4133 万円▷中

山団地建替事業 5 億 6322 万円▷市町村道整備事業
4 億 1374 万円▷密集住宅市街地整備促進事業 3 億
1886 万円▷道路新設改良事業 2 億 32 万円▷塩塚川
高潮対策番所橋架替事業 1 億 3773 万円▷県道本町
新田大川線景観整備事業負担金 1201 万円

社会基盤の整備

▷国営筑後川下流土地改良
事業繰上償還金負担金 19 億
4368 万円▷中小企業者等経

営安定資金融資預託金 4 億円▷経営体育成交付金事業
8534 万円▷漁業団地整備事業 8255 万円▷国営造成
施設基幹水利施設管理事業 7647 万円▷県営農村振興
総合整備事業負担金 7123 万円▷活力ある高収益型園
芸産地育成事業補助金 2478 万円▷プレミアム商品券
事業補助 1170 万円

産業の振興

▷市債繰上償還元金 5 億 3237 万円▷
電算推進費 2 億 637 万円▷市議会議
員選挙費 3645 万円▷衆議院議員選挙

費 2047 万円▷国勢調査費 2319 万円▷水フェスタ補
助金 300 万円

その他

▼
実
質
赤
字
比
率
＝
な
し

　

普
通
会
計
の
赤
字
が
財
政

規
模
に
対
し
て
ど
れ
く
ら
い

の
割
合
に
な
っ
て
い
る
か
を

示
す
数
値
で
す
。
前
年
度
に

引
き
続
き
、
22
年
度
も
黒
字

（
赤
字
で
な
い
）
の
た
め
、
数

値
な
し
で
す
。

▼
連
結
実
質
赤
字
比
率
＝
な
し

　

す
べ
て
の
会
計
の
赤
字
や

黒
字
を
合
算
し
た
う
え
で
、

赤
字
の
状
況
を
指
標
化
し
た

数
値
で
す
。
前
年
度
に
引
き

続
き
、
22
年
度
も
黒
字
（
赤

字
で
な
い
）
の
た
め
、
数
値

な
し
で
す
。

▼
実
質
公
債
費
比
率
＝
12
・
５
％

　

普
通
会
計
が
負
担
す
る
借

金
の
返
済
額
な
ど
の
大
き
さ

を
指
標
化
し
た
数
値
で
す
。

数
値
が
大
き
く
な
る
ほ
ど
普

通
会
計
に
占
め
る
借
入
金
の

返
済
額
の
比
率
が
大
き
い
こ

と
を
示
し
ま
す
。
22
年
度
は
、

前
年
度
に
比
べ
1.1
％
改
善
し

ま
し
た
（
平
成
21
年
度
＝
13
・

６
％
）。

▼
将
来
負
担
比
率
＝
65
・
９
％

　

地
方
債
残
高
や
職
員
の
退

職
金
負
担
見
込
み
額
な
ど
将

来
負
担
す
べ
き
実
質
的
な
負

債
額
を
指
標
化
し
た
数
値
で

す
。
数
値
が
大
き
く
な
る
ほ

ど
、
将
来
見
込
ま
れ
る
負
担

が
大
き
い
こ
と
を
示
し
ま
す
。

な
お
、
前
年
度
に
比
べ
9.8
％

改
善
し
ま
し
た
（
21
年
度
＝

75
・
７
％
）。

■
そ
の
ほ
か
の
財
政
指
標

○
経
常
収
支
比
率
＝
88
・
６
％

　

人
件
費
や
光
熱
水
費
な
ど

毎
年
必
ず
必
要
に
な
る
経
費

を
比
較
的
安
定
し
て
入
っ
て

く
る
収
入
で
割
っ
た
数
値
で

す
。
こ
の
比
率
が
低
い
ほ
ど
、

財
政
に
ゆ
と
り
が
あ
る
こ
と

を
表
し
ま
す
。
前
年
度
に
比

べ
2.3
％
改
善
し
ま
し
た
（
21

年
度
＝
90
・
９
％
）。

○
財
政
力
指
数
＝
０
・
46

　

自
治
体
を
運
営
す
る
の
に

必
要
な
経
費
に
対
し
て
、
自

治
体
の
自
前
の
収
入
が
い
く

ら
あ
る
か
を
示
す
指
数
で
す
。

１
に
近
い
ほ
ど
財
源
に
余
裕

が
あ
る
と
さ
れ
、
低
い
と
国

へ
の
依
存
度
が
強
い
と
い
え

ま
す
。
前
年
度
よ
り
０
・
02

ポ
イ
ン
ト
低
下
し
ま
し
た
（
21

年
度
＝
０
・
48)

。
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20年度平成17年度 21年度18年度 19年度

(億円)

104
億
円

105
億
円

99
億
円

98
億
円

329
億
円

320
億
円

325
億
円

336
億
円

100
億
円

339
億
円

112
億
円

22年度

332
億
円

市債(借金 )と基金(貯金 )

地域振興基金の活用状況
　地域振興基金とは、合併前にあった基金を旧市町ごと
にまとめた３つの基金で、旧市町単位の均衡あるまちづ
くりのために活用されています。

549 万円
1840 万円

　　　　合計

平
成
22
年
度

■平成22年度末現在高
6 億 2475 万円
4 億 8084 万円

13 億 4254 万円
24億 4813万円

柳川地域振興基金
大和地域振興基金
三橋地域振興基金
　　　　　合計

主な事業
平成22年度　決算報告
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0.48

90.9

0.45

91.9

0.47

92.4

0.49

93.2

14.6

0.50

93.1

14.6 13.6

財政力指数
100(％）

15.413.2

88.6

0.46

12.5

経常収支比率 実質公債比率

財政指標の推移

今
後
も
健
全
な
財
政
運
営
に
努
め
ま
す

平成22年度実績 経営健全化基準

水道事業会計 ― 20.00％

下水道事業特別会計 ― 20.00％

【健全化判断比率】

【資金不足比率】

※実質赤字額、連結赤字額がないため「－」と表示
※�早期健全化基準の数値を超えると、いわゆる「イエ
ローカード」、財政再生基準を超えると、いわゆる
「レッドカード」状態

※資金不足がないため、「－」と表示

漁業団地整備事業 
大和中用地購入費

教育・福祉の充実

ふるさと元気応援基金の運用状況
　本市では平成 20年度から「ふるさと元気応援基
金」を設置し、市内、市外を問わず、寄付があった
場合は使いみちを指定して、この基金に積み立てて
います。22 年度は 18 件、374 万円の寄付があり
ました。
　22年度末の基金残高は以下のとおりです。

329万円
115万円
18万円
346万円
40万円
55万円
903万円

1. 子どもたちへの教育サポート事業
2. 掘割や自然環境の保全サポート事業
3. 歴史・文化サポート事業
4. 高齢者サポート事業
5. 産業活性化サポート事業
6. 健康スポーツサポート事業
　　　　合　計

　　　　　　　　　　なし                      

柳川駅東部土地区画整理事業      8000 万円

▷公共下水道事業
負担金 5 億 1482
万 円 ▷ 塵 芥 処 理

費 4 億 772 万円▷し尿処理費 2 億 2616 万円▷小型
合併処理浄化槽設
置事業補助金１億
8654 万円▷妊婦健
康 診 査 事 業 6408
万円▷健康診査が
ん 検 診 事 業 4264
万円▷女性特有の
がん検診事業 1239
万円

生活環境の保全

1億 389万円

H22年度 早期健全化基準 財政再生基準

実質赤字比率 ― 12.64％ 20.00％

連結実質赤字比率 ― 17.64％ 35.00％
実質公債費比率 12.5％ 25.0％ 35.00％
将来負担比率 65.9％ 350.0％ ―

耐震補強工事を終えた
中山小学校

 決算報告

　

自
治
体
の
財
政
破
た
ん
を

未
然
に
防
ぐ
と
と
も
に
、
悪
化

し
た
団
体
に
対
し
て
早
期
に

健
全
化
を
促
す
こ
と
を
目
的

と
し
た
「
地
方
公
共
団
体
の
財

政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
」

が
平
成
19
年
６
月
に
制
定
さ

れ
ま
し
た
。
そ
の
中
で
、
財
政

判
断
指
標
（
健
全
化
判
断
比

率
、
資
金
不
足
比
率
）
に
つ
い

て
監
査
委
員
が
審
査
を
行
い
、

そ
の
意
見
を
付
け
て
議
会
に

報
告
し
て
、
公
表
す
る
こ
と

が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

22
年
度
の
本
市
の
健
全
化
判

断
比
率
と
資
金
不
足
比
率
は

左
の
表
の
と
お
り
で
す
。
い
ず

れ
の
数
値
も
前
年
に
引
き
続

き
国
が
定
め
た
早
期
健
全
化

基
準
を
下
回
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
公
営
企
業
会
計
に
お

い
て
も
資
金
不
足
の
発
生
は

な
く
、
健
全
な
財
政
運
営
が
行

わ
れ
て
い
ま
す
。

前
年
度
に
引
き
続
き
す
べ
て
の
項
目
で

早
期
健
全
化
基
準
を
下
回
り
ま
し
た

補助金の上乗せを行っている
合併処理浄化槽設置補助金

 

柳
川 

大
和 

三
橋

基金 市債



　

国
民
健
康
保
険
の
加
入
者
は
、
ほ
か
の
医

療
保
険
制
度
な
ど
に
加
入
し
て
い
な
い
自
営

業
者
や
農
漁
業
に
従
事
し
て
い
る
人
な
ど
で

構
成
さ
れ
ま
す
。
22
年
度
は
、
市
全
人
口
の

30
・
７
％
に
当
た
る
２
万
２
０
３
８
人
（
前

年
度
よ
り
３
８
５
人
減
少
）、
世
帯
数
は
全
世

帯
の
44
・
３
％
に
当
た
る
１
万
８
５
８
世
帯

（
前
年
度
よ
り
79
世
帯
減
少
）
が
加
入
し
ま
し

た
。
平
成
20
年
４
月
か
ら
75
歳
以
上
の
す
べ

て
の
人
を
対
象
と
し
た
後
期
高
齢
者
医
療
制

度
が
始
ま
っ
た
影
響
も
あ
り
、
加
入
人
口
、

世
帯
と
も
前
年
度
よ
り
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

22
年
度
の
決
算
は
、
歳
入
総
額
95
億
５
６

６
４
万
円
、
歳
出
総
額
95
億
４
７
７
３
万
円

で
、
差
し
引
き
８
９
１
万
円
の
黒
字
と
な
っ

て
い
ま
す
。
た
だ
し
、
前
年
度
か
ら
の
繰
越

金
と
、
22
年
度
は
財
政
調
整
基
金
か
ら
５
０

０
０
万
円
の
繰
り
入
れ
を
行
っ
て
い
る
こ
と

か
ら
、
こ
れ
ら
を
差
し
引
い
た
実
質
単
年
度

収
支
は
１
億
８
５
１
万
円
の
赤
字
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　

歳
入
は
国
民
健
康
保
険
加
入
者
の
保
険
税

が
、
全
体
の
18
・
９
％
に
当
た
る
18
億
４
５

９
万
円
と
、
30
・
８
％
に
当
た
る
国
庫
支
出

金
29
億
４
６
２
７
万
円
、
18
・
２
％
に
当
た

る
前
期
高
齢
者
支
援
金
17
億
３
７
１
８
万
円

が
主
な
も
の
で
す
。

　

歳
出
は
、
全
体
の
69
・
６
％
に
当
た
る
保

険
給
付
費
66
億
４
５
２
０
万
円
と
13
・
５
％

に
当
た
る
共
同
事
業
拠
出
金
12
億
９
２
８
６

万
円
が
主
な
も
の
で
す
。

　

22
年
度
の
医
療
費
は
、
総
額
で
79
億
９
５

０
０
万
円
（
前
年
度
か
ら
1.1
％
増
）、
１
人
当

た
り
で
は
約
36
万
円
（
前
年
度
か
ら
2.9
％
増
）

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計
は
、
75
歳
以

上
の
高
齢
者
と
、
65
歳
か
ら
74
歳
ま
で
の
人

で
、
一
定
の
要
件
を
満
た
す
障
害
が
あ
る
人

の
医
療
費
を
賄
う
も
の
で
す
。
県
単
位
で
設

立
し
た
広
域
連
合
が
保
険
事
業
を
運
営
し
、

加
入
市
町
村
は
保
険
料
の
徴
収
と
窓
口
業
務

を
行
い
ま
す
。
ま
た
、
各
市
町
村
で
特
別
会

計
を
作
り
、
徴
収
し
た
保
険
料
を
広
域
連
合

に
納
め
ま
す
。

　

22
年
度
の
決
算
は
、
歳
入
総
額
８
億
９
７

５
万
円
、
歳
出
総
額
８
億
７
２
４
万
円
で
差

し
引
き
２
５
１
万
円
の
黒
字
で
す
。
た
だ
し

こ
れ
は
、
23
年
４
月
と
５
月
に
納
め
ら
れ
た

22
年
度
分
の
保
険
料
を
繰
り
越
し
て
23
年
度

予
算
で
広
域
連
合
に
納
め
る
分
や
、
今
後
、

被
保
険
者
本
人
や
家
族
へ
清
算
の
た
め
に
保

険
料
を
還
付
す
る
分
で
す
。

　

後
期
高
齢
者
医
療
の
対
象
者
と
な
る
人
数

は
、
22
年
度
末
で
１
万
５
６
４
人
、
本
市
人

口
の
14
・
７
％
に
当
た
り
ま
す
。　

　

下
水
道
事
業
は
、
西
鉄
柳
川
駅
周
辺
と
旧

柳
川
市
街
地
を
中
心
に
国
か
ら
事
業
認
可
を

受
け
た
３
７
９
ha
で
、
平
成
14
年
３
月
か
ら

一
部
供
用
開
始
し
、
現
在
も
整
備
中
の
事
業

で
す
。
22
年
度
末
で
は
、
事
業
認
可
区
域
内

の
77
・
２
％
を
整
備
し
ま
し
た
。
昨
年
度
の

年
間
下
水
処
理
水
量
は
、
70
万
２
４
２
８
㎥
。

内
訳
は
、
家
事
用
が
70
・
２
％
、
営
業
用
11
・

４
％
、
官
公
署
学
校
用
18
・
４
％
な
ど
で
す
。

同
じ
く
決
算
額
は
、
歳
入
総
額
10
億
３
４
５

１
万
円
、
歳
出
総
額
９
億
４
１
８
４
万
円
で
、

差
し
引
き
９
２
６
７
万
円
の
黒
字
決
算
と
な

り
ま
し
た
。

　

22
年
度
の
水
道
事
業
特
別
会
計
の
決
算
状

況
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

22
年
度
末
現
在
の
給
水
人
口
は
６
万
８
９

３
２
人
で
、
給
水
戸
数
が
２
万
３
８
１
３
戸
。

１
日
最
大
給
水
量
は
２
万
６
７
０
１
㎥
で
し

た
。
収
益
的
収
支
は
収
入
総
額
12
億
５
８
７

６
万
円
に
対
し
て
、
支
出
総
額
は
10
億
９
５

１
６
万
円
で
、
差
し
引
き
純
利
益
は
１
億
６

３
６
０
万
円
で
す
。

　

次
に
資
本
的
収
支
は
収
入
総
額
２
億
４
３

１
万
円
、
支
出
総
額
５
億
５
６
２
６
万
円
で
、

不
足
額
３
億
５
１
９
５
万
円
は
過
年
度
分
損

益
勘
定
留
保
資
金
な
ど
で
補
填
し
ま
し
た
。

　

総
給
水
量
は
６
４
８
万
１
２
８
４
㎥
で
、

１
日
１
人
当
た
り
の
平
均
給
水
量
は
２
５
８

ℓ
で
す
。
用
途
別
の
給
水
の
内
訳
は
家
事
用

77
・
５
％
、
営
業
用
14
・
５
％
、
官
公
署
学

校
用
7.5
％
な
ど
で
す
。
一
方
、
料
金
調
定
総

額
は
12
億
４
５
５
２
万
円
で
、
内
訳
は
家
事

用
73
・
８
％
、
営
業
用
16
・
７
％
、
官
公
署

学
校
用
8.9
％
な
ど
で
す
。

広報やながわ 2011.11.1 8広報やながわ 2011.11.19

 決算報告

財
務
諸
表
か
ら
見
た
財
政
状
況

　

財
務
諸
表
と
は
、
市
の
財
政
状
態
を
知
る
た
め
の
健
康
診

断
書
で
す
。
こ
の
財
政
諸
表
を
読
む
と
市
の
財
政
状
態
を
知

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

借　方
【負債の部】
負債合計

【内訳】
１．固定負債
�������　●�地方債
��　●長期未払金
　●退職手当引当金
　●損失補償等引当金

390 億 3471 万円

362 億   841 万円
306 億　519万円
2億 2204 万円
53億 8102 万円

16万円

【純資産の部】
純資産合計

【内訳】
　●公共資産等整備国県補助金等

　●公共資産等整備一般財源等

　●その他一般財源等

負債と純資産合計

729 億 5128 万円

216 億 1306 万円

632億 7629 万円

△ 119億 3807 万円

1119 億 8599 万円

２．流動負債
　●翌年度償還予定地方債
　　
　●賞与引当金

28 億 2630 万円

25 億 9918 万円
2億 2712 万円

【資産の部】
資産合計

【内訳】

１．公共資産
　●有形固定資産
　●売却可能資産

２．投資等
　●投資及び出資金
　●貸付金
　●基金等
　●長期延滞債権
　●回収不能見込額
　　
３．流動資産
　●現金預金
　●未収金

1119 億 8599 万円

955 億 6155 万円
945 億 8320 万円
9億 7835 万円

97 億 7679 万円
31 億 6920 万円

1297 万円
62億 8283 万円
4億 1060 万円
△ 9881万円

66 億 4765 万円
65 億 5556 万円

9209 万円

貸借対照表
　市の財政状態を「資産」や「負債」、「純資産」で表す財務書類です。「資
産」約1120億円から「負債」約390億円を差し引いた約730億円が、
次の世代に引き継ぐことができる「純資産」として蓄積されています。

行政コスト計算書
　市が、市民に対して行う行政サービス
のコストや収入を表す財務書類です。
　行政活動は、資産として残らない行政
サービスが大きな割合を占めています。
本市の場合、平成 22 年度の資産として残
らない行政サービスの経費は、約 255 億
円。一方、使用料や手数料などの収益は
約 9 億円。これらを差し引いた約 246 億
円が、地方税などの一般財源によって補
われています。

【経常行政コスト】
●人にかかるコスト
　（人件費など）
●物にかかるコスト
　（物件費、維持補修費、減価償却費）
●移転支出的なコスト
　（社会保障給付費、補助金など）
●その他のコスト
　（支払利息など）
　　　　　合　計

【収益】（使用料など）

【純経常行政コスト】（差引）　　

47億 33万円

65億 6728 万円

136億 842万円

6億 1607 万円

254 億 9210 万円

8 億 6304 万円

246 億 2906 万円

資金収支計算書
　年度内の資金の収入や支出を明
らかにし、年度末の資金残高を表す
財務書類です。資金がどこから調達
され、どのように使われているかを
明らかにします。
　毎年必ず必要になる支出を地方
税や地方交付税などの収入から差
し引いた経常的収支は、約 64 億円
の黒字でした。このお金を公共資産
の整備に約 20 億円、地方債の償還
や他団体への出資などに約 45 億円
を活用したので、歳計現金は約１億
１千万円の減少となりました。

【期首歳計現金残高】
【当年度現金増減額】
�1．経常的収支
�2．公共資産整備収支
�3．投資・財務的収支
　　　合　計

【期末歳計現金残高】

10 億 8601 万円

64億3447万円
△20億4970万円
△44億9320万円
△ 1 億　843 万円

9 億 7758 万円

純資産変動計算書
　右の貸借対照表にある「純資産」
の１年間の動きを表す財務書類で
す。本市の平成 22 年度の期末純
資産残高は約 730 億円で、1 年間
で約 4 億円増加しました。これは、
純経常行政コストなどで約 247 億
円減少したものの、経常的一般財源
で約 174 億円、補助金などの受入
で約 77 億円増加したことによるも
のです。

【期首純資産残高】

【変動要因】
�1．純経常行政コスト

�2．一般財源
�3．補助金など受け入れ

�4．臨時損益

　　　合　計

【期末純資産残高】

725 億 7189 万円

△ 246億 2906 万円
173億 8032 万円

76億 5434 万円
△ 2621万円

3 億 7939 万円

729 億 5128 万円

 

特
別
会
計

柳川市には、一
般会計とは別立
ての特別会計が
７つあります。
そのうち主な会
計の決算をお知
らせします。

単
年
度
収
支

は
約
１
億
の

赤
字

国民健康保険
特別会計

後期高齢者医療
特別会計

市
の
人
口
の

約
15
％
が

加
入

下水道事業特別会計

整
備
率
は

77
・
２
％
に

向
上

水
道
事
業
会
計

１
人
１
日

２
５
８
ℓ
の

水
を
使
用

貸　方


